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消費税引上げに伴う保険医療材料価格改定の骨子（案） 

 

第１ 基本的な考え方 

今回の改定は、2019 年 10 月に予定されている消費税率の引上げに伴い、

適正な消費税の転嫁を行う観点から、市場実勢価格を踏まえて材料価格改

定を行うものであり、通常の材料価格改定とは異なる臨時的な改定である。 

  このため、市場実勢価格に基づく価格調整を基本に、上記の改定の趣旨

に沿った改定内容とすべきである。 

具体的には、既収載品に係る現行の算定ルールを基本とし、保険医療材

料専門部会で審議してきた以下の点等を踏まえ、消費税引上げに伴う材料

価格改定を行うこととする。 

 

第２ 具体的内容 

（１）市場実勢価格加重平均値一定幅方式について 

   現行では、以下の算式により算定し、改定前の価格を超えないことと

されている。 

 

※ 一定幅は、改定前の価格の 4/100 に相当する額 

 

  2019 年 10 月に予定されている消費税率変更に伴い、今回改定では、

消費税率を 10%で計算するとともに、改定前の価格の 110/108 を乗じた額

を超えないこととする。 

 

（２）再算定や機能区分の見直し等について 

今回は臨時的な改定であるという趣旨を踏まえ、再算定や機能区分の

見直し等については行わないこととする。 

 

（３）その他のルールについて 

  ア 「機能区分特例」、「期限付き改良加算」、「再算定」のルールにおけ

る『改定』の取扱い 

今回は臨時的な改定であるという趣旨を踏まえ、「機能区分特例」、

「期限付き改良加算」、「再算定」のルールにおける『改定』にはカウ

ントしないこととする。 
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  イ 小数点以下の取扱い 

    今回の改定においては、改定前の価格が 54 円未満のものに限り、小

数第 1位を四捨五入することとする。 

 

（４）改定時期に応じた適用ルールの修正等について 

改定の時期については、最終的には政府の予算編成過程で定まること

になるが、中医協としては、当面、実勢価改定と消費税引上げ相当分の

転嫁を同時に行うことが自然であるとの認識の下、適用すべき算定ルー

ル等について検討を行った。 

この上で、実勢価改定と消費税引上げ相当分の転嫁が同時に行われな

い場合には、異なる対応が必要な事項について、改定の時期が定まった

際に速やかに必要な検討、修正等を行うこととする。 

 

第３ その他 

今回の改定が通常の材料価格改定とは異なる臨時的な改定であることや

近年例のない年度途中の改定になり得ることに鑑み、厚生労働省は医療現

場の負担や円滑な流通の確保に十分留意した上で改定に取り組むこととす

る。 


